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日本における住宅需要の所得弾力性 

クロスセクション分析と時系列分析*

森 泉 陽 子

序

住宅需要は住宅投資を通じて国民所得を決定する重要な要因であるとともに，住宅政策は国民の 

福祉と深く係っている。 更に， 住宅需要は他の消費財の需要に比べて大きく変動することから， 

1950年代から経済学者の注目を浴びてきている。 しかしながら，住宅需要の所得及び価格変化に对 

する基本的関係式に関して際立った見解の相違が分析者の間にある6 この基本的関係式を明確に把 

握するために，まずクロスセクション分析で所得との基本的関係を確立することに長い間努力が向 

けられてきている。それは住宅需要の所得弾力性推定値の大きさの論争に集約されている。

住宅需要の所得弾力性推定値に関する論争は大きく分けて3 つの時期に区分される。第一は，19 

50年代からR. M u th ,1960〔7 〕までの時代である。 この時期は，シュヮーぺの法則の影響を強く受 

けて住宅需要の所得弾力性値（e ) は 1以下であるという帰結を導いていた。しかし，この時期におい 

ては住宅需要の所得弾性値を推定する際に，所得概念としては，measured income (観察された実 

際所得）が用いられていた。M u th は住宅のように消費計画期間の長い財にはnormal incoi^ レを 

採用するのが望ましいとして，当時登場してきた消費のnormal income仮 説 の1 つとしての恒常 

所得を所得概念に採用した。その結果として《> 1 という帰結を得，1950年代の帰結と相反する実 

IE結果を導出した。その後1960年代からF. de Leeuw,1971〔3 〕 までの第2 の時期では，住宅需 

要関数の所得概念には恒常所得概念を採用した分析が殆んどであ.った。その結果， measured in­

come の弾力 性 はnormal in com e の弾力性よりも低いという実IE結果が広く認められるように 

なった。 しかしながら，恒常所得という安定的概念を用いたにも拘らず， この時期に得られた所得

* 本稿は，高木新太郎成誤大学教授との共同研究のうち，筆者が挺当した部分である。なお，筆者が1980̂ 計量経済学会譲 
(六甲コンファレンス）において報告した内容に，その後の研究成果を附加したものである。コンファレンスにおけるコメ 

ンター諸氏及び多くの参加者の有益なるコメントに感謝する。又本論文に対し，多くの実りあるコメントを与えて下さいま 
した尾暗廉教授（慶應義塾大学）及び高木新太郎教授に感謝の意をまします。

注（1 ) normal incom eとは，厳 密 に は M. F a r r e lの定義に従った所得概念（脚注8参照）であって，それによれぱ生 
涯 所 得 （lifetime incom e)を示すのであるが，通常は恒常所得をも含められる倾向にある。

—— 1 ( 1 1 5 ^ ——



弾力性値は，分析者によって非常に大きな幅を持っていたのが， この期の特徴である。 この点を整

理し各弾性値に後正を施し，一 '"^の値に近づけたのがde Leeuw の貢献である。彼は持家のe は
( 2)

1 に近い値であり，借家のそれは持家のそれよりも低いことを結論づけた。 しかし，その後の第3 の

時 期 （1970年代から現在）の実IE結 果 は de Leeuw の修正を施しても彼の前述の帰結に反するもの
( 3 )

が殆んどであった。即ち， どの分析においても，持家の住宅需要の所得弾性値は1 以下である。 こ 

れは一見，1950年代の帰結と同様であるが，重要な相違は第3 の時期では，所得弾性値はmeasu­

red incomeではなくて，normal income (恒常所得）が用いられていること，及び住宅消費に及 

ぽす所得以外の要因を考慮し所得弾力性を推定していることである。その結果， この第3時期にお 

いて再び所得弾性の推定値が広く散布して所得弾力性の議論が再燃しているのが現状である。

他方， 日本においては上述の観点からの分析が殆んど行なわれていない。本論文の目的は， これ 

ら諸研究結果との比較分析という意味を含めて次の2 点について分析を行ない， 日本の持家の住宅 

需要の所得弾力性の特性を明らかにすることにある。 まず第一に， クロスセ ク シ ョ ン データを用い 

て， 日本の持家の住宅需要の所得弾力性の推定値を求め， これを従来からの所得弾力性の論争との 

係わりにおいて把握する。従 来 （第 2期以降）から, 所得弾力性の推定には恒常所得が用!いられて 

きた。しかし，ここでは2 つの問題点が存在する。第一は，恒常所得には幾つかの推計方法がある 

ので，推計方法によって，所得弾力性の推定値が大きく相違するという点である。第 2 は，家計の 

住宅取得行動は，前述の如く家計のライフステージに依存して変化する。一方，家計が住宅を取得 

する際に，家計の行動として将来の稼得能力を考慮し金融機関より借入れを行い，それを稼得期間 

中に返済してゆくというものを考えるならば， この家計行動に対応する所得概念は恒常所得よりも， 

むしろ生涯所得（lifetim e in c o m e )が適当であろう。そこで， 本論文では以土のような観点に立ち， 

生涯所得を用いて住宅の所得弾力性を推定する。従来の住宅需要の分析において生涯所得を用いて 

弾性値を推定した例はなかった。そこで本研究では，豊まなデータを用いて家計をそのライフサイ 

クル特 性 （世帯主年齢及び世帯人員）に区分し，家計の生涯所得を年齢別所得分布上で相対的位置を 

同一に保つよ う に 変化すると仮定し推計した。 この推計された年齢別生涯所得を用いて，家計のラ 

イフスチージ区分に従って住宅需要の所得弾性値を推定した。その結果，「measured incomeに 

よる住宅需要の所得弾力性推定値はnormal incomeを用いた場合のそれよりも低い」 という従来 

から認識されてきた帰結は，データをライフサイクル特性に分けた時及び，normal incom eとし 

て恒常所得ではなくて生涯所得を用いた時には必ずしも妥当しないことを示す。更に，住宅消費の 

尺度に何を採用するかによって住宅消費の所得弾性推定値は著しく相違することを示す。

r三田学会雑i| j 74卷2 号 （1981年4月）

注（2 ) この点について詳しくは，森 泉陽子〔6 〕を参照，
( 3 ) 唯一の例外はClark, C. and Jones. J. T . 1971の推計結果であって，所得弾力性は1 よりも若千大きな値となゥ 

ている。Clark, C. and Jones, J. T. "The Demand for housing" U n iv e r s i ty  Working Paper, Centre 

for Environment S tudies.( この論文は入手できない。Wilkinson, R. K . 〔11〕の中に引用されている）
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日本における住宅需要の所得弾力性クロスセクション分析と時系列分析 

第 2 に，徒来では真の所得弾力性推定値を求めるためにデータ上の制約もあり， クロスセクシa 

ン分析に関心が集中していた。一方，所得の成長期においては時系列弾力性はクロスセクションの 

それとは大きく相違するであろうことは予想される。そこで，本論文では，時系列において地域別 

に住宅需要の所得弾力性を推定し， クロスセクションの弾性値との比較を行う。その結果，双方の 

所得弾力性の推定値は大きく相辜し，地域間相違が明瞭に生じている。

本論文の構成は以下のようである。第 1節では，今までの所得弾力性推定値の相違の原因を4 つ 

に分けて簡単にサーベイする。第 2節では，用いられたデータの特性を斤す。第 3 節では，生涯所 

得の推計方法を明示する。第 4節では， クロスセクション分析の実証結果を示す。 まず始めに， グ 

ループデータを用いた所得弾性の推定値を示す。次に，神奈川県のデータを用いて，世帯主年齢別 

に住宅需要の所得弾性の推定値を示し，更に各世帯主年齢を世帯人員別に区分した場合の所得弾性 

の推定値を示す。第 5節では，時系列データを用いて住宅需要関数を推定した結果を示し，時系列 

所得弾性値を推定しクロスセクションのそれとの比較を行う。最後に，以上の実証結果の要約と簡 

単な結論を述べる。

第 1 節

クロスセクション分析における住宅需要の所得弾力性推定値の相違の原因について簡単に整理を 

する。

まず第一に考えられる大きな原因は，所得概念の相m である。初 期 の 分 析 （1950年代） で は ， 住

宅の所得弾力性を推定するために主としてmeasured incomeが用いられた。その後1960年代に

入り，恒常所得が用いられた。その結果， measured incom e概念による所得弾性の推定値は,

normal income概念によるそれより低いという実IE結果が報告され，現在に至る迄，広く認識さ

れていると主張されている。この場合のnormal incomeとは恒常所得を指す。そこで，ここで問

題となる点は恒常所得の測定の方法にある。 この測定での重要な点は，いかに所得の変動部分を除

くかということである。従来の大部分の分析では，都 市 間 で の median or m e a n 所得を恒常所

得概念としている。これは，都市でグルーピングすることによって所得の変動部分が相殺されると

いう根拠に立っている。一方，上述の方法以外の若千の例としてはT. H. Lee〔4〕及 び A. G.

CarlinerC1〕が，個票より2又は3年のラグ付き所得で恒常所得を推計し用いている。 S. Maisel

et a l 〔5 〕は，ァメリ力の F. H. A . 〔Federal Housing Administration〕の推計値をそのまま

用いている。しかし，世帯の恒常的所得を推計するためには，世帯の諸属性をコントロールするこ

とが必要である。従って， この点を考えるならば，上述の恒常所得概念は適切なる所得概念にはな 
( 4 X 5 )

っていないと言■える。
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次に，推定に用いられたデータの相違が掲げられる。つまり，個票データを用いた場合と， グル 

ープデータを用いた場合とでは，所得弾力性の推定値に差が生じる。 この点に関してはS. Maisel 

et a l によって，同一のデータを用いて個票データからの所得弾力性と都市別にグルーピングして 

弾性値を求めた結果が報告されている。それによると，都 市 間 （グループデータ）に回帰式を嵌めた 

場合の所得弾性値の方が，個票データを用いた場合のそれよりも高い値をとる。 この倾向は一般に 

認められた実IE結果であると現在までのところ言われている。個票データの利点は，住宅消費に影 

響を及ぼす所得以外の諸要因（世帯主年齢，世帯人員数，世帯主の職業，地域等々）をコントロールし 

て，真の所得弾性値に近い値を推定できるという点である。従って， R. W ilkinson〔11〕によっ 

ても指摘されているように，用いられた個票データが分析目的に対しrepresentativeであるか否 

かが重要な点となる。

第 3番目の原因としては，住宅需要関数に価格項を導入した場合と，そうでない場合の相違ヵ绣

えられる。価格項を導入しなかった場合, 所得弾性値は，そうでない場合に比較して高めに推定さ

れるという報告がある。 この点に関して，A. Polinskyは価格項を入れた住宅サービス需要関数

と，入れない需要関数について個票データを用いた場合と， グループデータを用いた場合とでの所
( 6 )

得弾力性推定値のバイアスを分析している。 しかしながら，価格項導入の試みは，A. Carliner及 

び R. Straszheim〔9 〕によって行われたが，良好な結果は得られなかった。

最後に，従来あまりま論されなかったが，住宅サービス概念に何を規定するかによって所得弾性
(7)

値は相違する。 この点についてF. de Leeuwは，幾つかの住宅サービス概念によって推定された 

所得弾性値を調整して各実証結果の所得弾力性推定値の相違の差を縮小することに，一応は成功し 

たのではあるが，統一的な住宅サービス概念を樹立したわけではない。その後の実IE研究において 

は，Ownerに対しては住宅価値額又は住宅関連支出額，Renterに対しては家賞額が用いられてい 

るのが通常である。従って，いずれも値値額で測られた住宅サービス概念であり，価格の変化が小 

さいときにはバイアスを生じないが，そうではない場合には，バイアスを持つことになろう。住宅 

サービス概念を価値でとらえていない唯一の例外はR. Straszheimである。彼は住宅サービスを 

多元的サービスの複合体としてとらえた。例えぱ，住宅の室数，住宅の築令構造，敷地面積である。 

しかし，彼の場合も，従来の分析と同様にRenterに対しては価値額（家賃額）を適用している。

r三旧学会雑誌j 74卷2 号 （1981年4月）

注（4) T. H. Lee及 び ん G. C arline rは世帯主年齢を考慮に入れて所得弾力性の推定を行っている。しかし， それはダ 
ミー変数によるもので，データを直接コントロールして諸要因の効果を取り除いているのではない。

( 5 ) その他，FHAのデータの偏り等の問題についてはF. de L eeuw 〔3〕A. Po linsky〔8〕を参照。
( 6 ) 彼女はS. Maisel et a lの実註結果を援用し更に，同様のデータを使用して価格項を導入して弾力性を推定した結 

果 0L  Carlinerの報告）と，価格項を導入せずに推定した結果（T. H. Leeの報告） とを比較し確認している。
( 7 )  R. W ilk in son〔11〕は住宅サービスを3 つの内容に分けてその特性を分析しているe し力、し，それらは所得弾力性 

を推定する際には必ずしも生かされていない•
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日本における住宅ft要の所得弾力性クロスセクション分析と時系列分析

第 2 節 デ ー タ

用いられたデータは住宅金融公® 昭 和 49年 r一般個人住宅資金利用調査報告J である。 このう 

ち 第 4節 の 第1 の分析では，全県別の平均値及び神奈川県の38所得階級区分の平均値を用いる。第 

2 の分析では，神奈川県という一地域にデータをコントロールして，更にそのうちの勤労者世帯の 

データを用いる。 この時，世帯主年齢を以下の6 区分に分割する。（1)20〜29歳，（2)30〜34歳，（3) 

35〜39歳，（4)40〜44歳，（5)45〜49歳，（6) 50〜60歳。更に，各世帯主年齢区分に対し，世帯人員数 

を(1)2人，（2)3 人，（3)4 人，（4)5 人，（5) 6 人以上の5 つに区分する。用いられたデータの住宅はす 

ぺて一戸建である。データの所得項は税引き前のそれで，世帯主のみならず，働いている全世帯人 

員の所得である。

第 3 節生涯所得の推計方法

家計の生涯所得を推計するに際し，次のことを仮定する。現 在 f 歳の家計の将来所得は，所得分 

布において現在の所得と同一の相対的位置を占めながら変化してゆくと仮定する。更に，諸財の価 

格及び利子率は期間中一定と仮定する。又，家計はその労働所得を60歳まで稼得し，住宅購入の 

ための借入金を残余の生涯期間で返済してゆくと仮定する。

さて，3 ^ ,び，を 現在 f 歳の家計の所得分布の平均と標, 偏差とする。同様に，3̂て，びでを現在T 

歳の家計の所得分布の平均と標学偏差とする。 ここで，現 在 ^ 歳の家計がr 歳になったときの将来 

所 得 は 次 の (1)式を満たすように変化すると仮定する，

(1)と^ =ぶニ^  r=/ + l, N.

ここで， は 現 在^ 歳の家計の現在の所得である。（1)式から， 現在^歳の家計の将来所得の系 

列は次式で得られる。

_  - O t - y t ^  +  y v t  T = t + l ,  N
ロ t

(2)

次に，残余の生涯期間中のJV:を合計すると，当該家計の生涯所得F , を得る。

(3) y'rlO.+ry-*

ここで，パニツI (現在の所得)， ハよ利子率を表わす。

更に，当該家計がf 歳の期首に保有しているassets a , を F , に加えることによって， 当該家

—— 5 ( J J 9)



(8)

計の total resources F , を得る。

(4) V t = a t  +  Y,

以下の分析では，所得弾力性の推定に関して，y , で は な く て V , を用いネ。 かくして得られた 

家 計 の 及 び は ，所得分布のバラメーター（平均及び分散）によって変化することが示唆さ 

れる。

なお， このような形式で将来所得を推計するためには，各年齢区分で所得分布が正規分布をして

いることが必要であるが， これは用いられたデータからは確認されている。それは各年齢区分ごと
( 9 )

に，平均及び分散が変化する正規分布である。

r三田学会雑誌j 74卷2 号 （1981年4月）

第 4 節 ク ロ ス • セ ク シ ョ ン 分 析

(4-1) ゲループデータを用いた分析

まず第一に，全国都道府県別の平均値（46サンプル）を用いて次の(4)式で所得弾力性を推定した,
(10)

推定方法は単純最小自乗法を用いた。

(5) :+ み
(11)

(6) //= «/+ j5y

ここで/zは住宅スペース（延面積，m*)を表わし，がは住宅建築額（新築）を表わす。前者の住宅 

消費概念は，住宅消費の量的尺度を示し，後者は価格をも含んだものである。 よって，後者は，住 

宅の量的尺度以外に質的な尺度をも表わすと考えることも可能である。

推定結果は表1 に示してある。 ここでの推定で 

は，所得は全国都道府県の平均であるので，通常 

よく言われるように変動所得部分が相殺されて， 

恒常所得概念に近いとみなすこともできる。しか 

しながら，同一の所得概念を用いても住宅消費の 

尺度に何をとるかによって，所得弾力性の推定値 

は著しく異なること力;， この表から読み取れる。

表1 全国ペースの住宅需要所得弾力性の推定値

所得弾力性（/値）

スペース

住宅価値額

0.335 (2.043) 

0.929 (11.827)

0.750

0.788

推 定 式 h = tx + ゆ h ：住宅延面積
H  = a ' + ̂ y  ツ：平均月収

H ：住宅価値額 
所得弾力性値は各々平均におけるもの。

注（8) normal incomeの概念を初めて導入したのは，M. F a rre l〔2 〕である。彼は，normal inomeとは，total res. 

ourcesからの年々のフロー量であると規定した。つまり，一定数r を家計の生涯期間と考えると，V t / r を normal 

incomeとした。この考え方に拠れば，normal incom eに基づく所得弾力性を推定するには， ではなくて，むし 
ろ V iを用いた方が正しいことになる。以下では，こ の Vt/TTを単純に生涯所得（lifetime in com e )と呼ぶ。

( 9 ) 実 際 の y i の推計では，計算の簡単化の為に，各年齢区分内では所得は5 年間一定であるとして計算している。つ 
まり，各年齢区分毎に，現在の所得と同一の相対所得を求め，この値を各年齢区間内では一定として計算している。ッ 
=5xグ r=30,35,40,45,50 • (ただし， r=50については，ッ'さ=10XタJ ) 利子率は昭和49年の平均約定金利0-0913 

を用いた。
( 1 0 ) 以下の推定式でも同様である。
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みの所得弾性値と，がの所得弾性値との差は価格の地域間変動であると考えられる。

一方，地域を神奈川県にコントロールして(5)及び(6)式で所得弾力性を推定した結果が表2 である, 

この場合，データが38の所得階級に区分してあるので，所得の中には変動所得を含む可能性が強い 

ことから， もはや，恒常所得概念とは考えられず，用いられた所得概念はmeasured incomeであ 

る。いずれにせよ，やはり，所得弾力性の推定値は同一の所得概念を用いたにも拘らず，（4)式から 

の推定値と(5)式からのそれとでは若千異なる。し

かし，双方の相違は，全国都道府県平均値の場合 

ほど大きくはない。 このことは，地域を神奈川県 

という一地域にコントロ一ルしたことによって， 

地域による住宅の価格の変動分が小さくなったた 

めであると考えられる。依然として残る若干の相 

違は，住宅の質の差を反映していると考えてもよ

表 2 神奈川県ゲループデ一夕を用いた場合の 

所得弾力性の推定値

所得弾力性（t 値） R*

スペース

住宅価値

0.282 (9.465) 

0.356 (11.042)

0.888

0.914

推 定 式 h ニ a + ̂y

• が=a,+ i9,タ 
所得弾力性値は平均におけるもの。

(4-2)神奈川県データを用いた場合

(a) 世帯主年齢別住宅消費の所得弾力性 

次式の住宅■要関数を年膀別に推定した。

C7)み=r+5F

(8) H = r + d ^ v

結果は表3 に示されている。 この表から読み取れる特徴的実IE結果は，「住宅消費の所得弾力性 

の推定値は，年齢の上昇とともに低下してゆくJ ことである。 この値向は，住宅消費の尺度として

表 3 年魅別住宅需要の所得弾力性の推定値

年齢
^得 弾 力 性 ス ペ ー ス （/ 値 ） 住 宅 価 値 額 値 ） サンプルサイズ

1. 〜29歳 0.314 (8.899) 0.425 (9.387) 318

2. 30 〜34 0.283 (14.941) 0.395 (15.602) 855

3. 35 〜39 0.302 (17.488) 0.467 (19.433) 925

4. 40 〜44 0.257 (13.952) 0.460 (18.289) 666

5. 45 〜49 0.215 (10.259) 0.388 (13.724) 457

6. 50〜 0.157 (7.584) 0.266 (10.168) 346

Aを用いた場合でも，H■を. 

用いた場合でも妥当する。 

又， この実誰結果は， G. 

C a r lin e rの結果とも一致 

する。彼は恒常所得を用い 

て年齢のダミ一変数（セこ） 

を導入して所得弾力性値を所參弾力性値はいずれも平均における数値。

推定した結果，若 年 の Ownerの弾力性は老年のそれより有意に大きいことを示した。

一方，表 3 から読み取れるもう一'3の結果は，（4-1) で得られた神奈川県のグループデータを用 

いて求められた所得弾力性推定値は， みに関しては，表 3 の年齢別推定値の中間に位置し，がに関

注( 1 1 ) 以下の住宅消費関数でも，筒単化の為に，揉乱項は推定式から省略した。
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しては，年齢の第6 グループを除いて，すべてグループデータからの推定値は，表 3 の推定値の下 

方に位置するということである。 このことから，価値タームで住宅消費を推定した場合， グループ 

データを用いた場合の住宅消費のmeasured incom e弾力性は，個票 を 用 い たnomal income 

弾力性より低くなるという帰結を得る。

( b ) 年齢別，世帯人員別住宅消費の所得弾力性

ここでの主な関心は，住宅消費の所得弾力性を，measured incomeと生涯所得について推定し， 

双方の推定値を比較し従来広く認識されている「measured incomeを用いた住宅消費の所得弾力 

性 は normal incomeを用いた場合のそれよりも低くなるj という事実を検討するものである。

表4 年齢別世帯人貝別住宅箱要の所得薄力性推定値(lifetime incomeのケース）

U)スペース

世帯人員
年齢 2 人 （/値） 3 人 （f値） 4 人 （f値） 5人 （/値） 6 人以上（f値）

1 . 〜29歳
2. 30〜34

3. 35〜39

4. 40〜44

5. 45 〜49 

6- 50 〜

0.330 (4.954) 

0.275 (5.212) 

0.310 (4.694) 
___ *

0.295 (3.606) 

0.209 (2.487)

0.229 (3.909) 

0.299 (9.294) 

0.275 (5.474) 

0.207 (5.270) 

0.276 (4.176) 

0.099 (2.167)

0.190 (3.853) 

0.234 (8.456) 

0.276 (12.783) 

0.253 (10.475) 

0.190 (7.586) 

0.143 (4.223)

___ •

0.202 (4.342) 

0.279 (8.995) 

0.293 (8.661) 

0.240 (5.734) 

0.158 (5.155)

___ *

0.175 (2.869) 

0.203 (4.046) 

0.271 (5.349) 

0.227 (4,100) 

0.131 (3.421)

(2)住宅価値額
- - - - - - - 世帯人員
年齢 2 人 け 値 ） 3 人 （/値） 4 人 け 値 ） 5 人 け 値 ） 6 人以上（？値）

1 . 〜29歳
2. 30〜34

3. 35〜39

4. 40〜44

5. 45〜49

6. 50 〜

0.435 (5.474) 

0.389 (5.052) 

0.495 (6.559) 

0.497 (3.179) 

0.384 (3.920) 

0.282 (2.593)

0.432 (6.013) 

0.480 (10.807) 

0.465 (7.158) 

0.428 (6.857) 

0.373 (4.106) 

0.161 (2.948)

0.176 (2.957) 

0.347 (9.040) 

0.426 (13.425) 

0.465 (14.219) 

0.348 (11.294) 

0.252 (6.374)

___•

0.287 (5.018) 

0.451 (9.987) 

0.451 (9.647) 

0.432 (7.532) 

0.259 (6.174)

0.248 (2.208) 

0.287 (3.874) 

0.422 (6.019) 

0.394 (5.635) 

0.561 (6.626) 

0.320 (5.252)

t 値が5% 水準で有意でなかったもの。 所得弾力性値は平均における数値。 

サンプルサイズ

世帯人員
年齢 2 人 3 人 4 人 5 人 6 人以上

1 . 〜29歳 210 170 98 48 26

2. 30〜34 132 293 440 149 66

3. 35 〜39 49 129 546 243 119

4. 40〜44 25 90 381 186 98

5. 45〜49 25 84 254 136 58

6. 50 〜 26 88 162 107 54

今までの分析では，住宅消費に及ぼす所得以外の要因として，世帯主年齢のみを取り上げてきた
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が，その他の要因のうちで重要なものは世帯人員数である。そこで，( f h ⑧式を年齢別，世帯人員 

別に推定した。同様に，説 明 変 数 に measured incomeを用いた次式をも推定した。

(9) h=fi+py

結果は表4 と表5 に示されている。表 5 の中の小文字, は，生涯所得の所得弾力性推定値よりも 

小さい値をとるものを示す。 これらの結果より，measured incomeによる推定値は必ずしも生涯 

所得によるそれよりも小さくはない。 このことは， みで推定した場合でも，fl■に基づいて行った場 

合でも同後である。

表5 年就別.世带人ft别住宅需要の所得揮力性推定値（measured incomeのケース）
(1) スぺ一ス

世帯人員 

世帯主年齢
2 人 け 値 ） 3 人 （/値） 4 人 （f値） 5人 （/値） 6 人以上（t 値）

1 . 〜29歳
2. 30〜34

3. 35〜39

4. 40〜44

5. 45〜49

6. 50 〜

0.205/ (2.931) 

0.280 (4.549) 

0.375 (5.165) 

--- •

0.271 1 (2.910) 
0.234 (2.095)

0.151 / (2.492) 

0.315 (8.124) 

0.297 (4.912) 

0.240 (4.898) 

0.272/ (3.641) 

0.146 (2.249)

0.201 (3.784) 

0.223/ (7.363) 

0.283 (11.523) 

0.224/ (8.465) 

0.171 / (6.349) 

0.218 (5.106)

--- ♦

0.210 (3.942) 

0.267 1 (7.457) 
0.259/ (6.715) 

--- ♦

0.170 (3.941)

---昏
0.185 (2.407) 

0.253 (4.638) 

0.260/ (3.986) 

0.219/ (3.767) 

0.172 (2.874)

(2) 住宅価値額
世帯人員 

世帯主年齢
2 人 け 値 ） 3 人 （/値） 4 人 （《値） 5人 （f値） 6 人 （f値）

1 . 〜29歳
2. 30〜34

3. 35〜39

4. 40〜44

5. 45〜49

6. 50 〜

0.244/ (2.677) 

0.381 1 (4.022) 
0.557 (6.287) 

0.512 (2.825) 

0.352/ (3.247) 

0.397 (2.810)

0.368/ (5.237) 

0.517 (9.217) 

0.509 (6.365) 

0.451 (5.574) 

0.364/ (3.308) 

0.252 (3.307)

0.156/ (2.286) 

0. 342 / (8.076) 

0.433 (11.834) 

0.496 (12.385) 

0.353 (9.579) 

0.359 (7.028)

--- *

0.287 (4.210) 

0.436/ (8.689) 

0.430/(7.687) 

--- •

0.254 1 (4.481)

---- «
0.326 (8.076) 

0.453 (5.031) 

0.419 (4.603) 

0.611 (7.326) 

0.453 (4.884)

* 印はf 値が5 % 水準で有意でなかったもの。 ’’

G. Cariinerは，同一の個票データを用いて，measured incomeによる推定と恒常所得による 

推定を行い，前者による推定値が後者によるそれを下廻ることを示したが，彼の場合，データを家 

計 のライフサイクル特性でコントロールしていない。一方, ここでの場 合 は ,デ ー タ をライフサイ 

クル特性で30のケースにコントロール'し，かつ，normal in c o m e のもう一'"̂ の概念である生涯 

所得を用いた。

これらの結果より，前述の広く認識されている事実はデータを家計のライフサイクル特性によっ 

て区分した場合，かつ，normal incomeに生涯所得を用いた場合には妥当しないことを示してい 

る。一般に，恒 常 所 得 を normal in co m e として用いる場合には，家計は変動所得から全く消費 

しないことを前提にしているので，全所得から変動部分を取り除くことが必要である。一方，生涯
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所得の中には変動所得も含まれる可能性があり，家計はその変動所得をも残余の期間中に消費し尽
(12)

くす。従って，恒常所得概念を用いる場合には，いかにして全所得から変動部分を取り除くかとい

うことが，その推計方法にとって重要な点となる。 このことが，恒常所得の様々な推計方法を生み，

よって，恒常所得による住宅消費の所得弾力性値の相違を生むことになる。一方，生涯所得の推計

については，その可能性はなくなり，かつ，住宅消費が家計のライフステージによって相違するこ

とを考慮に入れるならば，恒常所得よりも生涯所得を用いる方が，住宅消費の分折に対しては， よ

り適切な説明変数であると言える。

さてもう一度，表 4, 5 に戻ると，そこからは家計のライフサイクル特性による所得弾力性の変

化の興味ある結果が見い出される。前述の(a)の分析において，年齢の上昇とともに所得弾力性推定

値は低下するという傾向が示されていた。 この傾向は，更に世帯人員を一定としてみても見い出さ

れる傾向である。つまり，世帯人員を一定にして， 年齢別に所得弾力性をみると， 中 年 層 （35歳〜

39歳を含む）をピークにして低下傾向をもつ。 よって年齢35歳 〜 39歳にお けるの所 得弾力性 が

他の年齢区間よりも高いということは， この年齢区間において住宅消費の需要が他の区間よりも強

いことを表わしている。一方，世帯主の年齢を一定とすると，所得弾力性は， を用いた場合には

40歳〜44歳，がを用いた場合には45歳〜60歳を例外として全般的に低下傾向をもつ。 この享実は，

F. de Leeuwの実証結果である，「世帯人員が増加すると住宅消費の所得弾力性は上昇するj とい

う帰結に反する。 このことは，彼の場合には，データを年齢によってコントロールしていないこと

から生ずる相違と考えられる。

ところで，16の家計のライフサイクル特性でデータをコントロールしてアメリ力の住宅消費の所 
， (13)

得弾力性を推定した興味ある実証結果が，R. Straszheimにより報告されている。 彼は住宅消費
(14)

を多次元的サービスの複合体であると規定し，そのうちの室数がここでの住宅スペースに対応する。 

彼の場合の所得はmeasured incomeである。幾つかの推定結果のうち報告されているのは，「子 

供 1 人，世帯主年齢30歳〜39歳J であり，その所得弾力性推定値は0.120である。 ここでの分析で 

対応するものは，measured incomeで推定した0.315と0.297であり，normal incomeで推定 

した場合は，0.299と0.275である。いずれも彼の推定値より高い。 これは日本とアメリカの住宅 

需要の相違を表わしている一つの興味ある結果である。

第 5 節 時 系 列 デ ー タ に 基 づ く 分 析  

住宅需要の所得弾力性に関して，時系列分析はあまりなかった。 ここでは，時系列データを利用

「三田学会雑誌J 74巻2 号 （1981年4月）

注( 1 2 ) これは消費に関する恒常所得仮説とライフサイクル仮説の重要な相違の1つである。
(13) サンフランシスコの1965年の個票データである。

(14)多次元的サービスを測る尺度として，室数の他に，敷地面積，住宅の築令構造を用いている。
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して地域別にその推定値の相違を検討する。全国と大都市圏とで，まず次式の住宅消費関数により 

推定し，更に大都市圏を市街地人口の62.5% が集中していると言われてい る ， 関東臨海，東海， 

近幾臨海に区分して推定した。更に，前節との係わりで神奈川県のみを取り上げ時系列で推定を行 

った0

な》 h = a + b—̂ h

(l  ̂ ■ p  . =  fi, + b' -p- +c, p  .

ここでP は建築工事費デフレーター（住宅建設，建設省）であり，P .は消費者物価指数である。JV 

は平均月収である。なお用いたデータは住宅金融公庫（前述）の昭和46年から53年である。結果は 

表 6 及び表7 に示してある。推定結果のうち，所得係数は有意に推定されているが，価格係数につ 

いては，その符号は通常理論から要請されるそれとは反対である。 このことは，用いられた住宅の 

表6 時系列住宅需要関数及び所得彈カ性推定値（住宅スペース）

地域 切 片 け 値 ） 所 得 係 数 値 ） 相対価
格係数（t 値）

自由度修正 
済決定係数

ダービンワ 
トソン比

h の所得 
弾力性

1 . 全国 66.6996 (4.34) 0.5707E-®(7.65) -89.7134(-3.79) 0.8926 1.76 0.7965

2 . 大都市圏 63.4642 (2.80) 0.5144E-3(3'73) -86.8674(-2.18) 0.6715 1.85 0.7565

関東臨海 60.9707 (4.02) 0.4824E->(6.38) -85.7745(-3.52) 0.8632 1.90 0.7686

東 海 52.1577 (2.67) 0.6561E-®(5.22) -91.0750(-2.71) 0.8208 2.00 0.8557

近幾臨海 60.1774 (2.50) 0.4885E-3(2.61) -76.7953(-1.50) 0.5194 1.46 0.7075

3 . 神奈川県 57.4168 (3.27) 0.4824E-»(4.84) -88.8646(-2.89) 0.7800 1.43 0.8087

(注）所得弾力性推定値は各々平均におけるもの。
E-»は10- を示す。

価格指数が分析にとって適切でなかったことを示唆するかも知れない。 しかし f 値の判定による係 

数は有意であることから，住宅需要行動においては，価格が上昇するにも拘らず根強い需要が存在 

することを示し，通常の財とは異なった特質を住宅財がもっている可能性を表わしているとも考え 

られる。

表 7 時系列住宅需要関数及び所得弾力性推定値（住宅価額値）

地域 切 片 け 値 ） 所得係数（{値） 相対価
格係数（t 値）

自由度修正 
済決定係数

ダービンワ 
トソン比

がの所得 
弾力性

1 . 全 国 3.9636(1.968) 0.8015 (8.20) -13.8357(-4.46) 0.9011 2.18 2.3713

2 . 大都市圏 4.1298(1.618) 0.9289 (5.98) -17.5818C-3.92) 0.8403 2.62 2.7157

関東臨海 3.3748(1.615) 1.0102 (9.70) -19.8213(-5.90) 0.9340 1.80 3.0514

東 海 3.2825(1.588) 1.1571 (8.71) -19.2576(-5.43) 0.9210 1.38 3.1139

近幾臨海 3.6150(1.120) 1.4706 (5.87) -29.9268C-4.39) 0.8340 1.67 4.1465

3 . 神奈川県 3.1511(1.360) 0.9086 (6.95) -18.4205(-4.58) 0.8772 2.40 2.8325

(注）所得弾力性推定値は各々平均におけるもの。

この表より明らかなことは，同 一 の 地 域 （神奈川県）でも時系列弾力性はクロスセ ク シ ョ ン の そ 

れよりも著しく大きいことである。更 に の 弾 力 性 は 1 以下であるのに対し/ / のそれは1 以上の大
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きな値である。このことは，興味ある一つの享実を引き出す。即ち，住宅を保有しようとしている

家計は，所得が時系列的に変化したときに，スペースはそれほど増加させないが，質的には大きく

その消費を増加させようとする。このことは，スペースは世帯人員によって大体決められている住
(15)

宅部分の必需的部分であるが，住宅の構造，その他の質的部分は所得によって弾力的に変化する。

いずれにせよ，このクロスセクシ ョ ンの所得弾力性推定値と時系列のそれとの相違は非常に大き 

い。このことは，家計の異時点間の動学的行動にお い て は ，住宅の質的部分は所得に対し非常に弾 

力 的に反応することがわかる。一 方 ， このクロスセ ク シ ョ ン と 時系列との相違の理由の一 つ は ，時 

表 8 時系列データにおける世蒂主年齢及び世带人風数の推移

r三田学会雑誌j 74卷2号 （1981年4月）

昭和46年 昭和47年 昭和48年 昭和49年 昭和50年 昭和51年 昭和52年 昭和53年

世帯主年齢(歳） 37.7 37.7 38.0 38.2 38.4 38.2 38.2 38.1

世帯人員数(人） 3.8 4.0 4.0 4.1 4.2 4.2 4.2 4.2

系列分析では，クロスセクション分析とは異なって，住宅消費に及ぽす所得，価格以外の要因をコ 

ント ロ ー ル することができない。つ ま り ，世帯主の年齢，世帯人員の効果を導入していない。表 8 

で示されているように，時系列分析の期間におけるデータの平均世帯主年齢は37歳〜38歳で推移 

している。これは，前節のクロスセ ク シ ョ ン 分析の結果を援用すれぱ（表3), — 番高い弾力性を示 

す年齢層である。一方，世帯人員は3 〜 4 人で推移してい る 。 このことも前節の実証結果を参考に 

すると（表5, measured income), 3 〜 4 人の区分で弾力性は一番高い値を示す。これらの効果の 

相乗作用が時系列の所得弾力性推定値を高めている一因であると考えられる。

次に，地域での住宅需要行動の差をみると，スペースでみた場合，地域間の相違はほとんどない 

と考えられるが，がでみた場合にはその相違は無視できない。即ち，全国ペースと大都市圏では弾 

性値にはあまり差がないが，大都市圏を地域別に検討すると，相違は明瞭に表われる。近幾臨海の 

弾性値は一番高く，関東臨海，東海地方がそれに次ぐ。このことは，地域による住宅価格が若干相 

違してい る ことに起因してい る 可能性もある。しかし，現在のところ，この地域区分に対応する価 

格指数が存在しないので明らかではない。また，宅地価格の相違により，家計の資金状況が土地購 

入費にどれ程吸収されてしまっているかにも依存するであろう。つまり，同一面積の住宅を建築す 

る場合でも，資金的余力（土地購入費が小さい）がある家計はより質の高い住宅を建築できるであろ

従って，住宅需要の地咸別分析は家計の士地取得行動と不可分の関係にあると考えられる。この 

方面のデータは現在利用でき得るものは皆無に等しいと言っても過言ではないので，データの整備 

が待たれる次第である。

注ひ5) R. W ilk insonは，住宅消費は住宅消費の必需的消費の部分とstatus sym bol的消費としてのlux u ry な部分の 
2 つの性格を併せ持つと規定している。
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日本における住宅需要の所得弾力性クロスセクシa ン分析と時系列分析

第 6 節 結 論 と 要 約

①グループデータを用いても個票を用いても，量的尺度で測った住宅消費の所得弾力性は，質的 

尺度で測ったそれよりも低い。 このことは，住宅消費の概念の選択は，住宅消費の所得弾力性の推 

定にとって重要であることを示す。

②グループデータを用いた住宅消費（価値ターム）の measured income弾力性は，個票を用い 

た normal income弾力性よりも低い。

③住宅消費は家計のライフサイクル特性によって変化することを考慮に入れ，30のライフサイク 

ル特性によってデータをコントロールし所得弾力性を推定した。その結果，広く認識されている享 

実である，「normal incomeの 代 り に measured in com eを用いて住宅消費の所得弾力性を推 

定すると，弾力性を過少推定することになるJ は，30の家計の力チゴリ一に対しては成立しない。 

このことより，データ力；，幾つかのカテゴリーに層化され，かつ，生涯所得がnormal incomeと 

して採用された時には，上述の実証事実は成立しないことが示された。

④世帯主年婦と世帯人員でコントロールした場合の住宅消費の所得弾力性の興味ある傾向が見い 

出された。所得弾力性は世帯主年齢の上昇とともに低下する。一方，世帯人員を一定とすると，所 

得弾力性は年齢とともに低下する（但 し 2つの年齢区分に対しては妥当しない）。又 ，年齢を一定とし， 

世帯人員が変化したときの所得弾力性をみると，中年層でピークの値をもつ低下傾向を示す。

⑤時系列住宅需要関数では，所得弾性値はクロスセクション弾性値よりも著しく大きな値をとる。 

このことは， この期間で所得の成長が大きかったことに加え，世帯主年齢及び世帯人員の時系列的 

変化が， クロスセクション分析で最も弾力性の高い区分に対応していることによるものと判断され 

る。又，住宅消費の必需的部分であるスペース（み）については，所得弾力性は1 以下であり非弾 

力的である。質 的 部 分 （が）に関しては，弾力性値は1 より大きく弾力的である。 これは，スペー 

スが住宅の必需的性格の部分を表わしていると考えることの根揉Lにもなる。

⑥地域別時系列住宅需要関数は，スペースに関する所得弾性値については，地域間の相違があま 

り見られないが，価 値 タ ー ム （質的部分）に関する所得弾性値の地域間相違は存在する。 このこと 

は，住宅建築費の地域間格差もさることながら，地価の相違により，振り分けることのできる住宅 

建築費の大きさが異なることにより，同一のスペースでも建築費が相違してくることによると考え 

られる。
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